
2J12 強化すべきイノベーションの 種類選択と 

MOT . 日本的経営の 分岐点 
一 量的拡大，改善と 質的強化・技術創造一 

0 斎藤一雄 ( カネ カ ・クリエイティブ ) 

Ⅰ・はじめに 

韓国・台湾に 続いて、 中国が外国資本・ 外国技術導入活用により 急速に生産技術向上を 実現して生産大国と 

なってきた。 更に先端技 % 強Ⅱ出への準備と 人材確保を図っている。 他方アジア全体が 巨大な人ロ と 経済発展の 

中で消費市場として 世界で注目される 存在となり、 欧米の先進国企業が 積極的に投資・ 事業展開を進めている。 

アジアで最も 早く欧米技術を 導入して キヤ ソチアップ段階を 経て経済大国になった 日本だが、 ここに来て ア 

ジア が主戦場になってきた 大競争時代の 中でどのような 国策、 企業戦略をとるべきか、 が重要な段階になって 

いる。 日本のエコノミストの 意見には二つの 流れが見受けられる。 日本企業における MOT 、 研究開発マネジ 

メント，更にそれに 影寄 する日本的経営をどのスタイルとして 考えるのが適切かほついて 分析・考察する。 

2. 企業の国際競争力強化への 方策 

上記の国際状況の 中で、 現在、 日本企業の国際競争力強化への 方策は、 量的拡大葉として 自社の自信あ る製 

品 またはアジア 向けに低コスト 化改善した既存機能技術の 製品による近隣地域アジアでのシェア 確保・事業展 

開と・質的強化策・ 内なる国際化として 国内で技術創造・ 先端技術による 新機能をもつ 新製品開発の 努力が 併 

付 して実行されている (lL 。 そして、 その先端技術の 取得には、 従来の延長線上で 偶然に期待するのでなく、 

企業組織内の 質的強化として 先端技術創出に 適したマネジメントとそれに 適した人材の 育成および能力発揮を 

人為的意図的に 行うことが必要になっていると 考える。 

3. イノベーションの 種   区別と必要なマネジメントの 吐い 

昨年筆者は、 経済発展の原動力といわれるイノベーションを 種類区別してマネジメントを 考える必要性を 提 

案した (2L 。 それはシュンベーター (3) の定義にあ る 5 つのイノベーション 種類では枝柿 顕 Ⅱ造の扱いで 不便 

を 生じて，その 先のマネ 、 ジメント方式の 違いに議論が 進まないからであ った。 そこではシュンペ - ターが掲げる 

5 つのイノベーションの 第 - 、 「新しい財貨」の 創出、 プロダクト・イノベーションを 更に分類区別する 必要を 

感じて彼の第一を 更に 4 つに分類して 9 種のイノベーション 種類を提案した。 その上で社会心理学者の 三階 氏 

(4) が提案した組織体質の 2 分類 (R 型組織、 M 型 組織 ) を応用して各種のイノベーションに 必 、 要な組織 マ 

ネジメントの 違いをイノベーション 種類区別毎に 適用した (2)0 

上記の 2 節で掲げた量的拡大 策は 、 このイノベーション 種類区別では 第 3 種・第 4 種と第 6 種に属し、 また 

質的強化策・ 技術創造の仕事はこのイノベーション 分類では第 2 種、 更にそれの基礎になる 大学における 基礎 

研究の仕事は 第 1 種に属する。 表 Ⅰに一部修正して 再揖 する。 イソベーションにはいろいろな 種類があ り、 ] 

種や 2 種と 3 種 一 8 種との間には 点線で示したような 体質的な大きな 違 いがあ ることに洋 - 目する 必 、 要があ る。 

前者は、 一般に成功率は 1 一 3 割以下と低く、 実行者の負担リスクは 大きい。 時間的にも中長期にわたるこ 

とも多く、 テーマや目標自体が 適格とは限らない。 前途に各種の 多くの不確定要素が 横たわっている。 この 仕 
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表 1) イノベーションの 種類区別と必要なマネ 、 ジメントの違い 

イノベ - ションの種類 ( 狙い )  組織とマネジメント 仕事の種類 実施者の 成功確率 

方式㏄種類 ( Ⅹ 2) リスク ( ビジネスで 工 

] 穂 先端科学研究成果の 創出 R 型 大学の墓 礎 研究 / か ( 非 ビジ ー ネス ) 

( 論文 ) ( 基本特許 ) 

2 種 先端技術成果の 創出 ( 基本特許 ) R 型 企業の目的基礎研究， 大 / ⅠⅡ 

                      革祈的 新製品 四 開発．ユ腕製品 )..-, ‥ぶ里                                                     革新地新製品開発研究 - …大                               八Ⅰ                 

3 種                                               M 堅 既存製品事業の 補強 / Ⅰ ト 大 

( 防衛特許 )  M 型 既存製品への 侵略防止 小 大 

4 種 既存技術機能の 応用 M 型 モデルチェンジ / ⅠⅠ 大 

デザインの変更・ 創出 M+R 型 消費者心理対応 / ⅠⅡ / ⅠⅡ 

5 種 新原料・素材の 採用 ( Ⅹ 1)  M 型 ( 素材企業側の R) 購買機能 / ⅠⅡ 大 

6 種 新製造方法・ 新立地 ( 米 1)  M 型 親 プロセス・海覚立地 中 中 

7 種 新販売方法・ 新 ル - ト ( 氷 1)  M 型 広告・宣伝方法を 含む 中 中 

/ ⅠⅠ 中   8   種       新組織の創出                                   ( 迷 ュ %.., … 醒型 Ⅰ 2 種二 ニ ス種によ る 実成果な必要 2                                                                                       

9 種 新型ビジネ 、 ス ・新コンセプト R 型 ( 実現化には コンセプト考案 中 中 

の 考案 ( ビジネス モヂル 特許へ ) 2 種、 3 種による 潜在市場ニーズの 推測 中 由 ・ 

現実の成果が 必要 ) 

註 ) Ⅹ 1. シュンペーター (3) によるイノベーションの 拡大型定義に 拠る。 

Ⅹ r). 二階三下「 - (4) による組織方式分類を 応用した。 三際氏は創造的知識技術開発を 行 う 組織をリサ 

ーチ組織 WR 型 ) 、 決められたことの 課業達成型・ 近代官僚制的な 管理組織をメカニーカル 組織 (M 型 ) 

と 呼んでいる。 

事は前例がないことへの 対処の連続となる。 これらの結果、 集団よりは個人の 能力、 そして若手のチャレンジ 

性 が勝敗の キイ となることが 多い。 

4. 日本的経営と 戦略に影挙する 二つの流れ 

日本の企業経営に 関する議論と 経営磯路の選択に 影響する意見には 二つの流れがあ るよさに感じられる。 こ 

れらは研究開発マネ 、 ジメントの考え 方に影饗するので 以下に代表例を 掲げる。 

一つは今こそ 変化ずべしという 意見であ る。 沼 上 幹氏 (5) は「日本企業の 問題は 、 ①極度に内向きになっ 

てしまった人々の 意識、 ②内向きな配慮など 本来の経営ではなく、 顧客に価値を 提供し、 競争相手にいかに 勝 

つかというのが 経営であ ることに気づかないほど 経営リテラシ - が欠如していることであ る。 コンセンサス 重 

視型の経営管理者が 多数派になると、 変化に強い決断志向の 若者は育たず 排除され始める」と 変化すべき事を 

強調している。 

米倉誠一郎氏 (6) は「・‥日本人というのは 勤勉で組織的で 間違いがない。 さらには日本人は 農耕民族で欧 

米人は狩猟民族、 墓木的に行動様式が 違うといった 議論だ。 この種の議論は 行った途端に 思考停止に陥ってし 

まう」と述べ、 戦前の日本企業社会はきわめてアングロサクソン 的だったことを 示して変化を 求めている。 

堺屋太一氏 (7) は 、 " たくみの 技 " などで国際競争に 生残れる分野はあ るのではないか ? という質問に 対し 
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て 「規模は小さくとも 国内に残るだろう。 だが " たくみの 技 " が日本経済を 牽引できるわけではない。 多様な 

知恵や値打ちに 重きを置く知価社会への 転換が欠かせない」と 結んでいろ。 

他方、 基本は変化すべきでないという 意見があ る。 竹村立 宏氏 (8) は「もともと 日本には市場原理と 共同 

体原理が共存し、 節度あ る競争と切瑳琢磨があ った。 共同体原理は 市場原理の暴走を 防ぎ、 どれだけ人々を 安 

心させてきたかわからない。 " 成果主義の対立概念であ る年功制は単に 年令制や勤続年数を 意味するものでは 

なく、 能力の伸長と 業績を適格に 判定し、 それに応ずる 待遇と処遇を 行ってきたのであ る」。 しかし竹村氏は 以 

前に別の著書で 専門職制の再構築の 必要性を提示している。 

5, 日本の若者に 新しい気質の 定着化 

日本の最近の 20 代の若者にホンネで 語れる先進国的な 体質が出てきたよ う に思う。 戦後生まれの 両親のも 

とで、 団塊の世代の 影 客 下で育ったその 息子娘たちは、 経済大国・高所得社会での 夜 ・ タ ・ 住 ・芸能・娯楽の 

先進国型の生活、 急速に増えた 海外旅行経験からの 外国慣れ、 などから来る 気質がようやく 表面に出てきて、 

従来型のタテマ エ に縛られて本心を 押さえるために 出てくる後進国的な 気質から脱しっ っ あ る。 レアものを 好 

むこの気質はムラ 八分を怖れる 横並びの気質からも 開放されつつあ る。 これらの気質こそ、 先進国に特有の 知 

的生産・技術創造に 最も適した而も 不可欠の要素であ る。 1) 人情よりもプロ 能力を上司に 求め、 よくおごっ 

てくれる人情に 厚い上司よりも 仕事の内容をよく 知っている人、 仕事の指示が 明確な人、 を理想の上司の 条件 

に挙げる (9L 。 2) 仕事の成果は 時間に比例するのではなく・ 応能 処遇を攻める 気質 (10) など、 従来の日 

本の会社では 扱い難いタイプとされていたものであ る。 また， 3) アテネ・オリンピックで 金メダルを取った 

のは個人の勝負が 断然多く、 彼等は事前に 人一倍の努力をした 上で、 ク - ルで 緩 密な戦略をもって、 外国でも 

物怖じせず、 自分の能力を 最大限に発挿していた。 自然体でホンネ ( メダルを取りたいという ) で闘った。 ホ 

ンネが表面に 出ている典型的な 福原 愛 選手の言例を 以下に掲げる「オリンビックではまぐれで 勝つことはあ り 

得ない」「そんな キ レイごとではないですよ」「自分は 天才じやないです。 努力に努力してきました」「 こ二へ楽 

しみに来たわけではないです」。 戦後 60 年弱にして日本に 新しい財産・ 戦力が形成されっ っ あ る " 

6. 新しい日本的経営の 時代と MOT . 研究開発マネジメントの 分岐点、 

以上の観点を 総合すると、 今後の MOT . 研究開発マネジメントの 基盤は、 従来型日本的経営と 欧米型の併 

用 が適当且つ必要な 時期であ ると考える。 即ち 、 国も企業内も 複数制度共存が 必要な時代であ り、 量的拡大策 

の部分と質的強化・ 知的生産重点の 部分とが必要な 時期にあ るからであ る。 前者では従来型日本的経営の 長所 

の 保持・継続であ り、 後者はこれまで 不足、 または欠如していた 部分なので新規開始が 必要ということになる。 

国内だけの都合なら ぱ 自分らに快適なものだけで 従来のままで 問題ないとする 意見もあ り得るかもしれない 

が 、 今の状況はそれを 許さない。 今はアジアと 欧米の両方から 第二の黒船が 来ていることを 意識すくべき 時で 

あ る。 優れた経営戦略・ 経営マネジメントカで 急成長・ 商 業績で日本の 電機企業の脅威になっている 韓国の サ 

ム スン電子の強い 合理主義の経営が 注目される (llL 。 従来の日本的な 和の構神主義だけでは、 あ の大戦の失 

敗を練り返しかれない。 経済合理性、 経営の合理主義・ 科学技術尊重主義を 国内で強化せねばならない。 

新しい人材戦力たる 若手研究者を 生かすために、 彼等が成果主義を 逃げる要因を 表 2 に、 それらを克服して 

技術創造業務を 強くする MOT の要因を表 3 に掲げる。 本気で勉強・ 精進している 30 才前後の日本人の 若手 

研究者は世界に 通じる大きなチャレンジ 研究ができる 力をもっている。 

一 752 一 



表 2, 若手研究者が 目標を低く設定し 安全策に陥る 要因 表 3. 技術創造業務を 強くする MOT の要因 

1) 評価決定権 者の暖 昧さ ( 決定者は誰かが 不透明、 1) 評価決定権 者とルールを 明確に示す 

権 限が不明瞭、 ムラ的な多数派工作の 優勢 ) ( その権 限を明確化する、 公正な競争の 保持 ) 

2) 評価決定権 者の無能さ・ 無責任さ 2) 評価決定権 者に研究実績とフェアの 人を任命 

3) 評価期間が短期すぎる 3) 技術創造に適したゆったりさと 自由を確保 

( 企業会計の半年・ i 午では安全策を 選ぶ ) (2 一 5 年の成果で評価する、 自発性尊重 ) 

4) 技術創造研究は 秘密事項が多く 不確定要因が 多い 4) 現場の研究所長機能を 重視 ( ヒト・モノ・ 

ので評価処遇に 反映され難い カネ・記録管理で 透明性と経済合理性の 確保 ) 

5) チャレンジ性への 評価が不適切 5) 研究所長にチャレンジ 性価値がわかる 人任命 

6) 若手を抜擢せず 責任をもたせない 人事制度 6) 技術創造業務に 特別特有の人事制度を 設置 

( 年功序列制度では 不可能 ) ( 年功序列制度からの 脱却、 社内複数制度容認 ) 

7. 結語 

量的拡大出、 質的強化策、 イノベーションの 中の種類選択、 いろいろの路線が 企業戦略としてあ り得る。 ど   

れに重点を置くかは、 個々の企業の 置かれた環境と 自社の強み・ 弱みを考慮した 比重の選択判断が 必要であ る。 

世界の人が欲しがる 自信あ る既存製品の 有無にも依る。 MOT の中でも何に 重点を置くかは、 これらを考えた 

選択判断事項であ る。 現実の日本社会はまだ 従来型日本的経営の 持続のみの意識が 多数派であ る。 

しかし、 日本全体の全般的な 戦略としては、 今は質的強化策、 知的生産力強化、 技術 強 り 造 力強化、 イノ ベ一 

ションの ] 種 ・ 2 種の強化をもっと 重視すべき時と 考える。 その理由として 以下が考えられる。 1) 日本は ア 

、 ジア文化の初期導入と 欧米文化の早期導入を 果たし、 しかも海洋性国家として 言語・生活・ 習慣で独自性と 孤 

女性を有する 長期の独立国であ る。 2) アジアの中で 最も先進国であ り高所得国社会だから、 戦略としてはア 

ジアと同じ種類の 労働の競争でなく、 先進国らしい 知恵の仕事を 先手で強め増やすべき 必然性があ る。 3) 日 

本の新しい若者のライフスタイル・ 気質は、 物事をリアルにシビアに 見て、 自分のホンネで 発信する気質が 定 

着化しつつあ り、 それは今や充分に 先進国的であ り、 技 補強Ⅱ 造 ・独創技術開発に 向いた気質であ る。 それを 重 

要 な国家資源財産・ 戦力として活用する 戦略的チャンスの 時期になっている。 4) 日本にはほかに 資源がない、 

軍事力も人類学的に 外交 力 も政治力も弱い。 しかるに知的生産・ 技術 倉 Ⅰ造は自力で 可能であ り、 他国のものを 
奪わない。 フェアで人類進歩に 貢献し、 平和主義であ り日本人に適する。 
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